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廿 A02 日本のイノベーション・ 、 ンステムの現況 
一 「全国イノベーション 調査 J の結果に示される 民間企業全体のイノベーション 活動に関する 分析 

0 伊地知覚 博 ( 一橋大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 岩佐朋子 ( 構図六 / 文科 省 ，科学技術政策研 ) , 
小田切宏之 ( 一橋大 / 文科 省 ・科学技術政策研 ) , 古賀歌人 ( 関西大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 

後藤 晃 ( 東大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 永田晃 也 ( 九州大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) 

]. はじめに に 熱心だと一般に 考えられてきたこととは 反するように 

わが国においても ， 民間企業におけるイノベーショ 見える． EU メンバ一国の 中で先進的であ ると言われて 

ン活動の伏 況 についての初めての 国の公式な統計調査 いる国々と比較してその 割合は低く， たとえば， OECD 

であ る「全国イ ソベ -- ション調査 田 NIS2003 Ⅱ apanese  諸国の中で国全体の 研究開発投資 対 GDP 比が中位で EU 

National ㎞ novationSu Ⅳ ey2003) 」が文部科学 省 科学技 メンバ - 国は 5 か国， の中でどちらかというと 中位より 

術 政策研究所により 実施され，同種の " イノベーション も下に位置する 連合王国 PECD,2005] と比較して，これ 

調査 " を 実施しているデータと 国際的に比較することが らの値はほぼ 同程度であ る． また， ョ FEU の OECD 諸国 

可能となった   であ る韓国， オ - ストラリア． ニュージーランド ， カナ 

ゑ Ⅰ 本稿は， 現在の日本のイノベーション 、 ンス ダと 比較しても， 日本の割合は 低い   

テム の特徴を明らかにすることを 目的として， イノ ベ一 それでは． イノベーションの 新規牲の程度はどうであ 

- ンョン 活動の中核であ る民間企業セクタ 一に 佳 点を置い ろうか． 市場にとっても 新しいイノベーション 実現企業 

て ．企業を対象にして 実施された J-NIS2003 の調査結果 の割合の全 イ ノベーション 実現企業における 割合は， 日 

に基づき，利用可能なデータに 基づいた若干の 国際比較 本では，規模や 鉱工業 ツ サービス業の 別なく約 50% 。 であ 

を 試み， 日本の民間企業全体におけるイノベーション 活 る ． これに対して ， EU 全体 (EU-l5 のうち． アイルラ 
動 の状況や特徴について 述べる   ンド． ルクセンブルク．連合王国を 除く 12 か 国の平均， 

でも 50% 。 台であ り，市場を基準にした 新規性の程度につ 

2. イノベーション 活動実施企業比率の 国際比較 いては， あ まり違いが見られない   

日本では， 1999 年から 2001 年の 3 年間を参照期間とし これらの結果から 浮かび上がるのは ， 日本の ィ / ベ一 

た 「全国イノベーション 調査 田 NIS2003) 」が実施された   - ンョン ・システムの 特徴として，民間企業における イ / 

これは． EU メンバ一国 25 か 国のほか， ノルウェⅠ ア ベーション活動は ，相対的に少数の 企業によって 担われ 

イスランドといった EFTA メンバ一の国々 や ， EU 加盟 ているのではないかということであ る． もちろん． イ / 

候補国が実施した「第 3 回共同体イノベーション 調査 (CIS  べ -- ション調査で 定義さ i¥ るような。 イノベーション     

3:thethird  CommunjtyInnovation  Surv,ey) 」のための 共 それ自体を定量的に 測定することは 難しいが，，少なく 

通 質問票や調査方法論に 準拠している． また， 同様に   とも， イノベーション 活動を担う企業の 数の割合が ， 他 

この CIS3 とも比較可能な 形で．他の OECD 諸国一オー 国 と比較して小さいのではないかということが 示唆され 

ストラリア， ニュー、 ジーランド     ヵ ナダ 一も 調査を実施 る   

しているほか． アジアにおいても． 韓国， 台湾， タ イ な この調査結果に 対して．民間企業やそれに 近い立場に 

ども国際比較を 考慮して調査を 実施している． 日本で実 いる方みからのいくつかのコメントは 肯定的であ った   

施された調査の 結果については． ・『全国イノベーション たとえば．大規模企業の 場合には．その 中に多様な部門 

調査統計報告」 [ 文部科学当科学技術政策研究所， 2004]  を擁していることから ，イノベーション 活動とは無関係 

として公表されている． また． CrS3 に関する EU 各国 な部門も多くあ ， ), 「企業」を単位として 測定しているの 

およびノルウェⅠ アイスランドのデータについては       
「 In@@o てゆ tWo れわ   iE はの 戸ピコ [Eu て copean  Commission,2004l.  な   

        ll Ⅱ ぐも           めて 各 l@.@ のイソベーション         杏は                                   :, よ                 
らびに・ FSt 口 tisfics 由 Focus 』というシリーズの 中 (Crow@y                                                         [OECD‖nd・urostat,・   fc 
[2005] 等，においても 公表されている・ また，一部の EU                           イ ， /       一 ション内助を   丈施する 企 驚などの                       

を 桝 川 !0 対象       して・ 友 施されて   、 る       行体アプロ   
の国セ や 他の OECD 諸国等は． 自国のデ - タを自国内の approach)                             れるⅡ・ メ巨 Ⅲされたイ ソ ベーシ                               

機関等より報告書等の 形態で公表している． まず． 各国 れ 朋 Vl!@ 対象に・ - ている                                         Ⅱ     み Ⅲされる     
                                                                                                  うのは ぞ         @1 杏で 

での調査結果を 一覧 し ，企業全体に 占めるイノベーショ モゑ ・ な Ⅲ朋であ るが． か 。 に． 新しいプロダクトでそれが。 弗 

ン活動実施企業の 割合がどの程度かを 概観してみる． 
であ ると。 一だ場合 @-. ] 村 ．が多数の イ ノベーションをⅡ・ み Ⅲ ，一 て 
も 1 つの イ / 。 一 ション "- が什 ． み Ⅲさなくとも． " i: 体ァ プロー 

表 ] から．一見すると ，日本企業が． いわめ る " 技術革新             Ⅱ " は     l み 川さズ                                                                                   " その 
企穏は イ ソペ一 ションを   丈 現していると 地なされる． また． そ 
のようなイ ソペ一 ション活動がより 七 % の 企芙に穏 Ⅲしていれ 

  ば． 雑体としての イ ノベーションの 数は川じであ っても． イソ 

                                                                                                                      ものであ         必 ・ づ 、 しも                                                                                                       一 ション   A@ 現今 束の ・ ，刊                         
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ぶ ] イ ソペ一 ション @ ・で動化施企業の 比率一Ⅲ 除 比較 
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で ，組織の中に - つでもイノベーション 活動があ ればそ 

の組織は活動あ りとみなされ ， 企業数の比率による 表現 

では規模が小さな 企業と比べて 高く出る可能性があ る， 

日本の民間企業には ，技術開発やイノベーションに 熱心 

な特定の企業群は 存在するが， しかし全般としては． 実 
際には， 言われているほどにはあ まりイノベーションに 

関しがないように 見受けられる． といった解釈であ る． 

他方 で ，調査方法論に 対する懸念が 指摘されることも 

あ る・ しかし伊地知ら [2005] が議論したように．統計 

上必然的生じる 誤差についてはかなり 考慮されており ， 

日本と同程度に 先進的であ ると見られる 国々との値の 差 

はこれをはるかに 上回る． したがつて， もつとも基本的 

な指標であ るイノベーション 活動実施企業や イ / ベ 一 

- ンョン 実現企業の割合が． 40 近い国々と並べて 比較して 

も ， その値が．先進国としては 低位に位置し ， 値にかな 

りの差があ るということは ， 国際比較可能性の 確保に留 

意された調査の 結果であ ることからも ， まずは日本の 特 

徴を示唆する 結果であ ると率直に受け 取れよう． 

プロダクト・イ ソベ -- ションにおける 開発者．プロセス・ 

イノベーションにおける 開発者について 見てみると，「お 

もに自社あ るいは自社グループ」．ついで ，「他の企業あ 

るいは機関と 協力して自社」が 多い．日本と EU 全体では， 

開発体制種類別の 分布はほぼ同じであ り， ここに国際的 

な差は見られない． サ -- ビス業は．鉱工業と 比較して「 他 

の 企業あ るいは機関と 協力して自社」とする 割合が少な 

くなく．組織間ネットワークを 通じてイノベーションが 

実現されていることがうかがえる． 

他方， とくに鉱工業の 大規模企業ほど ， 「おもに自社あ 

るいは自社グルーブ」とする 割合が高く． いわゆる " 自 

前主義 " がより強いようにみえる． 

また． 同じく鉱工業の 大規模企業において． イ / ベ一 

、 ンコ ンのための協力の 取り決めを有している 割合が高く 

( 全イノベーション 実現企業の 54 。 り ， そのバートナー と   

しては． @ 自社グルーブ 内の他の企業」のほか ，「設備，材料． 

部品 口 。 構成要素，あ るいはソフトウエアの 供給者」や「ク 

ライアント 伯 社内の販売会社を 含む ) または顧客」が 

多くなっている． また， とくに，鉱工業の 大規模企業で 

は．「大学あ るいは他の高等教育機関」や「政府あ るいは 

民間非営利研究機関」の 割合が多い． このことは．新し 

いイノベーション・プロジェクトの 提案において． これ 

らのパートナーや「専門的な 会議，会合」，「専門的な 雑誌． 

学術 誌 」を利用する 割合がより多 い こととも対応してい 

  
イノベーション 実現企業の企業パートナーが ， 同じよ 

うにイノベーションを 実現しているか 否かを判別するこ 

とはできないが ， イノベーション 非実現企業であ っても． 

イ / ベーショ ン 実現企業との 連携のなかで 企業活動が実 

施されていて ， イノベーション・システムの 朝   占から， 

国全体としてみればイノベーションには 不可欠な存在と 

なっているかもしれない． 

イノベーション 実現企業数の 比率に関する 指標だけか 

ら， 日本の産業は ， イノベーションがあ まり盛んではな 

いとか， イノベーション 活動に執心ではないと 一般化す 

ることは早計であ ろう． これらの指標は ，日本の 々 ノベ一 

、 ンョン ・システムは． 国際的に見てより 少ない割合の 企 

業によってイノベーションが 実現される， あ るいは． イ 

/ ベーション活動が 実施されているシステムであ ると解 

釈することがより 妥当かもしれない． 

とはいえ． 中規模企業について 見てみると， 他国では 

イ ソベ一 、 ンョン 活動実施企業の 率は，大規模企業と 小規 

模企業のほぼ 中間的な値を 取るところが 多いが， これと 

比較すると． 日本ではかなり 小規模企業の 率に近い． 中 

規模企業におけるイノベーションへの 取り組みについて 

は，政策的観点から 注意を払うべきであ ろう． 

3, イノベーシヨン と 非技術的側面の 変化 

イノベーションというととかく 技術的側面に 関心が向 

かいがちであ るが， それだけでなく． 企業における 組織 

変化や経営戦略などの 非技術的側面も ， イノベーション 

活動と大きく 関係していることが I-NIS2003 の調査結果 

より示唆される． 

日本のイノベーション 実現企業の 92% 。 が何らかの経営 

戦略を実施していたほか． 75% 。 が知識経営を． 70% が組 

織変化を実施していた． これは， EU 全体では，それぞれ ， 

イ / ベ一 、 ンコ ン活動実施企業の 46%  ,  39%.  53%  であ る 

ことと比較すると ， J-NIS2003 や 一部の FU メンバ一国 

では質問事項が 細分化していたということなどがあ るが， 

差があ ることがうかがえる． 

よ 。 ) 詳細に見ると ， 経営戦略で は ． 市場拡大やコスト 

低減をめざすことのほかに ， 「独自プロダクト 提供戦略」， 

「 異 分野進出．市場開拓戦略」．「内部資源構築戦略」が 取 

られている． また，知識経営では ，「知識共有の 促進を意 

図した価値観体系・ 企業文化の保有」や「知識獲得のた 
めの他社とのパートナーシッブ・ 戦略的提携の 実施 コの 

割合が多い． 

他方， イノベーション 非実現企業でも ，非技術的側面 

におけるこの 差は著しい． 日本のイノベーション 非実現 

企業の 54%. 37%;, 43% がそれぞれ，経営戦略．知識経営， 

組織変化を実施していた． EU 全体で． それぞれ ィ / ベ一 

、 ンョン 活動非実施企業の 17,   も， 14%. 23% 。 であ ることと 

比較すると． 日本では．非技術的側面での 変化が よ り多 

くの企業で実施されているかがわかる． 

イノベーション 非実現企業では． イノベーション 実現 

企業と．経営戦略や 知識経営の点で 大きな違いが 見られ 

る． まず，知識経営では．「プロダクト・コスト 低減戦略」 

や「市場拡大・ 市場占有率向上戦略」を 取っている企業 
の割合が高い． また．知識経営は ， いずれの種類につい 

ても実施されている 企業の割合が 小さい． 

このように． イノベーション 非実現企業は．新たなプ 

ロダクトを生み 出して市場に 導入するというプロダクト・ 

一 7 一 



ィ / ベーションを 実現するわけでも．新たなプロセスを ることには有効ではないかもしれない． また， イノ ベ一 

自社内で実行するというプロダクト・イノベーションを 、 ンコ ンの推進を図る 施策であ るとすれば， それが確実に 

実現するわけでもなく ， いくらかはコスト 低減や市場拡 

大・市場占有率向上といつたことをめざすにしても．既 

存の活動範囲を 前提とした，効率化を 主眼とした企業活 

動を行っている． そして， このようなイノベーション 非 

実現企業が日本の 民間企業全体の 78% 。 を占めているとい 

うことが， イノベーション・システム．あ るいは， プロ 

ダクト ( 商品やサービス ) を提供する企業システムといっ 

た観点からみて ， 日本の特徴を 示唆しているといえよう． 

なお，マーケティンバの 変更については ，イノベーショ 

ン実現企業・ 非実現企業とも． 日本のほうが EL@ 全体と 

比較して実施された 企業の割合が 少ない． 

日本全体のイノベーション・システムについては ， 

1980 年代は， プロダクト・イノベーション 指向であ る 

よりもプロセス・イノベーション 指向であ るというよう 

に，しばしが 特徴づけられていた @U. Freeman[1987],. 
Ⅰ -NIS2003 の調査結果から ，プロセス・イノベーション 

実現企業の割合は ， プロダクト・イノベーション 実現企 

業の割合よりも 小さく． 日本企業によるプロセス・イノ 

ベーションは 弱まったかに 見える． 

Edquistetar,[2001] に示された見方のように ，組織的 
イ / ベ一 、 ンコ ンも．広義の 一種のプロセス・ イ / ベーショ 

ンであ るとみなすという 立場をとると． J-NIS2003 の調 

査結果は，全体としてみれば ，あ いかわらず広義での " プ 

ロセス・イノベーション 指向。 であ ることを示唆している． 

加えて． イノベーションの 阻害要因を見ると ， EU 全 

体 と比較して．「イノベーションのコスト」よりは．「過 

大な経済的リスク」．「適切な 資金源の欠如」，「能力のあ 

る従業員の欠如」といつた． リスクの高さや 内部資源の 

不足を障碍として 挙げる企業の 割合が多い．裏 返せば， 

全体としてみれば ， よりリスク回避的であ り，組織間道 

携 指向的よりは 組織内向的であ る企業の占める 割合が多 
いということがうかがえる． 

4, イノベーションに 係る政策形成・ 執行への含意 

本章では． J-NIS2003 の調査結果を 踏まえて，イノ ベ一 

、 ンコ ン政策を考えるうえで 留意することが 望ましいと思 

われる点について 述べたい． 

まず， イノベーション 実現企業． イノベーション 活動 

実施企業の割合が 少ないということに 留意すべきであ ろ 

う．すなわち ，産業界を対象にした 政策 ( 産業政策 ) が ， 

即 ， イノベーション 政策となるとは 限らない， というこ 

とであ る． 企業数の割合から 見れば． イノベーション 非 

実現，，，活動非実施企業の 割合が多いことから ，単に産業 

界の意向を代表して 策定される政策は． これらの企業に 

とって好都合であ っても． イノベーション 実現企業 / 活 

動 実施企業にとっては 有用ではないかもしれない． 言い 

換えれば， イノベ - ションを阻害する 条件を減らすこと 

には有効であ っても， イノベーションをさらに 促進させ 
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効果をあ げるためには ， 産業界における 企業一般ではな 

く， イノベーション 実現企業 / 活動実施企業を 選択的に 

対象とすることが 肝要であ ろう． とくに，企業全般の 環 

境を左右する 制度であ る場合， それがイノベーションの 

実現と大いに 関連することが 知られている 場合には， よ 

り 注意深い検討が 求められよう． 

さらに，最近のイノベーションでは ， いわゆる製造業 

者が開発するイノベーションだけではなく ，先導的なユー 

ザがプロダクトの 市場導入後にさらに 開発するイ ソベ一 

、 ンョン が重要であ る． その占で， イノベーションによっ 

てもたらされる 究極的な社会的・ 経済的価値を 念頭に置 
いた場合． イノベーション 政策も製造業者だけでなく 先 

導的なユーザにとっても 中立的に有効であ ることが重要 

であ るという指摘もなされている [von ℡ ppel,2005]. 

5. まとめ 

本稿では，限られた 紙幅の中で，国際比較に 重点を置 
いて， イノベーション 実現企業比率などのごく 一部の変 

数に焦点を置いて・ 日本のイノベーション・システムの 

特徴について ， きわめて限定的な 範囲であ るが述べた． 

このほかにも ，すでに， 文部科学 省 科学技術政策研究所 

[2004] や伊地知 [2004] にも述べているように ，本稿では 
取り上げなかったいろいろな 所見が得られ 特徴が示唆さ 

れる・ J-NIS2003 では多くの変数について 公表されてい 

るとともに，経済活動別に 表章されていることから ， さ 

らなる知見を 汲み出すことが 可能であ る． 

日本のイノベーション・システムに 関して定量的に 実 

証を進めて い くとともに． I-NIS2003 等から得られたデー 
タに基づいた " 証拠に基づく 政策形成 " に資するために． 

さらに分析を 進展させ深めていきたい． 
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